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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第16期及び第17期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
８月１日 

至平成18年 
１月31日 

自平成18年 
８月１日 

至平成19年 
１月31日 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
７月31日 

自平成17年 
８月１日 

至平成18年 
７月31日 

売上高（千円） 723,948 748,844 1,092,506 1,471,773 1,707,265 

経常利益（千円） 75,874 46,388 308,314 35,981 161,712 

中間（当期）純利益（千円） 48,652 26,661 132,734 27,701 43,166 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,359,350 1,359,350 1,359,350 1,359,350 1,359,350 

発行済株式総数（株） 95,620 95,620 95,620 95,620 95,620 

純資産額（千円） 4,351,212 4,368,051 4,479,404 4,338,258 4,346,669 

総資産額（千円） 4,532,760 4,555,504 4,859,204 4,517,839 4,573,772 

１株当たり純資産額（円） 46,409.46 46,589.07 47,998.42 46,271.30 46,576.12 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
519.21 284.37 1,422.30 295.54 460.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
517.65 284.29 － 294.89 － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 96.0 95.9 92.2 96.0 95.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△134,462 △112,501 275,499 △270,939 68,372 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△235,298 △35,620 △464,892 △341,850 △67,623 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△47,722 △2,000 △2,000 △49,722 △37,799 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
3,267,851 2,872,701 2,794,380 3,022,823 2,985,772 

従業員数（人） 63 63 65 64 69 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係会社はありませ

ん。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年１月31日現在

部門別 従業員数（人） 

営業本部 15 

開発本部 39 

品質管理・購買本部 5 

管理本部 6 

合計 65 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 国内の通信業界の動向につきましては、個人向け固定通信市場において光ファイバの本格的な普及期を迎え、低廉

なブロードバンドサービスが定着する中、次世代ネットワーク（NGN：Next Generation Network）のトライアルが行

われるなど、次世代ネットワーク構築に向けた新しい試みが進められております。移動体通信分野では、第３世代 

サービス加入者数が旧世代サービス加入者数を上回る状況において、ナンバーポータビリティ制度が導入され、積極

的な販促活動が展開される中、次世代移動体通信に向けた取り組みも進められております。法人向け固定通信分野で

は、IT投資が復調しつつある状況ですが、通信事業者間の競争状況は激しく、サービスの低価格傾向は依然として継

続しております。 

 海外の通信業界の動向につきましては、固定、移動体ともに、積極的なM&Aが行われており、業界再編の動きが継

続しております。米国における通信法改正を前提とした活発な関連企業の動きとともに、欧州における第３世代移動

体通信の本格的なサービスの普及、3G免許の交付が遅延している中国市場など、地域によって、需要動向に格差が見

られる状況が継続するものと思われます。 

 このような状況の中、当社では、以下の営業、マーケティング及び研究開発活動を行いました。 

① 第３世代移動体通信向け製品のバージョン・アップ及びHSDPA方式に対応した新製品開発及び販売 

②  次世代移動体通信に向けた無線関連・ネットワーク関連製品の企画 

③  次世代IPネットワークに対応した製品開発及び販売 

④ WiMAX（Worldwide Interoperability for Microwave AXess）に対応した商材開拓及び販売 

⑤  次世代ネットワーク及び無線LANに対応した製品の販売 

⑥ エンタープライズ市場をターゲットとしたネットワークマネジメント製品の販売 

  その結果、当中間会計期間における事業セグメント別の売上高は、以下の通りとなりました。 

（モバイルネットワークテスト）874,142千円（前年同期比 49.0％増） 

 当事業セグメントの売上高は、前年同期比で増加となりました。HSDPA向けのリピートオーダーが好調に 

推移するとともに、IP基地局に対応した『HD RNCシミュレータ』の販売により、好調を継続しました。また、 

期初に販売を開始した、WiMAX対応製品の販売も好調に推移した結果、当事業セグメントの売上高は874,142千円

となりました。 

（ＩＰネットワークテスト）146,094千円（前年同期比 77.5％増） 

 当事業セグメントの売上高は、前年同期比で増加となりました。広域LANサービスに対応した製品の販売に加

えVoIP市場向けの販売を継続しました。その結果、当事業セグメントの売上高は146,094千円となりました。 

（ネットワークマネジメント）71,148千円（前年同期比 10.2％増） 

 当事業セグメントの売上高は、前年同期比で増加となりました。セキュリティ関連の製品を中心に販売を継続

しました。その結果、当事業セグメントの売上高は、71,148千円となりました。 

（その他）1,120千円（前年同期比 92.7％減） 

  当事業セグメントの売上高は1,120千円となりました。 

 以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高1,092,506千円（前年同期比45.9％増）経常利益308,314千円（前年

同期比564.6％増）、投資有価証券評価損を51,682千円計上した結果、中間純利益は132,734千円（前年同期比

397.8％増）となりました。 



売上高事業別構成比率 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2)キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ191,392千円減

少し、2,794,380千円となりました。当中間会計期間のキャッシュ・フローの概況は以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  税引前中間純利益256,632千円に対し、投資有価証券評価損51,682千円、仕入債務の増加25,635千円があったも

のの、売上債権の増加額57,596千円、たな卸資産の増加額2,351千円などの支出があった結果、営業活動によって

増加した資金は275,499千円（前年同期 112,501千円の支出）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

  定期預金の預け入れによる支出300,000千円、有形固定資産取得による支出154,940千円があり、その結果、投資

活動によって使用した資金は464,892千円（前年同期 35,620千円の支出）となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  長期借入金の返済による支出2,000千円により、財務活動によって使用した資金は2,000千円（前年同期 2,000

千円の支出)となりました。 

 

第16期中間会計期間 
（平成18年１月期） 

第17期中間会計期間 
（平成19年１月期） 

第16期 
（平成18年７月期） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

モバイルネットワークテスト 586,639 78.4 874,142 80.0 1,225,715 71.8 

IPネットワークテスト 82,294 11.0 146,094 13.4 305,217 17.9 

ネットワークマネジメント 64,569 8.6 71,148 6.5 148,806 8.7 

その他 15,340 2.0 1,120 0.1 27,525 1.6 

合計 748,844 100.0 1,092,506 100.0 1,707,265 100.0 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業別 
当中間会計期間 

（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前年同期比（％） 

モバイルネットワークテスト（千円） 1,102,235 38.3 

ＩＰネットワークテスト（千円） 196,558 77.2 

ネットワークマネジメント（千円） 93,699 49.7 

その他（千円） 0 △100.0 

合計（千円） 1,392,493 41.2 

事業別 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

モバイルネットワークテスト 920,257 21.4 97,592 △44.0 

ＩＰネットワークテスト 199,567 134.6 55,102 1,752.2 

ネットワークマネジメント 90,582 25.0 30,860 217.2 

その他 1,120 △92.7 － － 

合計 1,211,528 30.1 183,555 △1.8 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業別 
当中間会計期間 

（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前年同期比（％） 

モバイルネットワークテスト（千円） 874,142 49.0 

ＩＰネットワークテスト（千円） 146,094 77.5 

ネットワークマネジメント（千円） 71,148 10.2 

その他（千円） 1,120 △92.7 

合計（千円） 1,092,506 45.9 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＮＥＣエンジニアリング 

株式会社 
342,668 45.8 601,660 55.1 

日本電計株式会社 189,472 25.3 209,414 19.2 



３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、106,901千円（前年同期比54.6％減）、対売上高比率は9.8％となり

ました。当中間会計期間は前事業年度に引続き、次世代移動体通信分野における無線対応製品、IPを利用した次世代

基地局対応製品の開発並びに、次世代IPネットワーク技術に関連した製品の開発を行ってまいりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 380,000 

計 380,000 

種類 
中間会計期間末現在  

発行数（株） 
（平成19年１月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年４月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 95,620 95,620 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 95,620 95,620 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年10月30日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議におけるそれぞれの発行予定数か

ら、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じてお

ります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 704 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 704 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  185,637 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月１日から 

平成19年10月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  185,637 

資本組入額 92,819 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)新株予約権者は、新株

予約権の権利行使時に

おいて、当社または当

社の関係会社の取締

役、監査役または従業

員であることを要す

る。ただし、当社また

は当社の関係会社の取

締役もしくは監査役が

任期満了により退任し

た場合もしくは従業員

が定年により退職した

場合には、この限りで

はない。 

(2)新株予約権者の相続人

による新株予約権の行

使は認めない。 

(3)その他の新株予約権の

行使の条件は、取締役

会決議により決定す

る。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要す

る。 

同左 

代用払込みに関する事項       － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項       － －  



平成16年10月28日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議におけるそれぞれの発行予定数か

ら、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じてお

ります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 866 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 866 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 109,696  同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月１日から 

平成20年10月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

  発行価格  109,696  

  資本組入額 54,848 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1)新株予約権者は、新株

予約権の権利行使時に

おいて、当社または当

社の関係会社の取締

役、監査役または従業

員であることを要す

る。ただし、当社また

は当社の関係会社の取

締役もしくは監査役が

任期満了により退任し

た場合もしくは従業員

が定年により退職した

場合には、この限りで

はない。 

(2)新株予約権者の相続人

による新株予約権の行

使は認めない。 

(3)その他の新株予約権の

行使の条件は、取締役

会決議により決定す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要す

る。 

同左 

代用払込みに関する事項      －        － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項      －        － 



(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

（注）自己株式を2,296株保有しており、上記の大株主から除外しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年８月１日  

～  

平成19年１月31日  

－ 95,620 － 1,359,350 － 1,497,450 

  平成19年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

床次隆志 東京都国分寺市 22,380 23.40 

有限会社エス・エイチ・マネ

ジメント 
東京都国分寺市内藤1-2-7-410 8,000 8.36 

竹内秀明 神奈川県小田原市 4,900 5.12 

嶋田修一 神奈川県横浜市 4,600 4.81 

大辻尚 神奈川県相模原市 4,500 4.70 

髙橋玄太 東京都武蔵野市 1,082 1.13 

三菱ＵＦＪキャピタル 

株式会社 
東京都中央区京橋2-14-1 900 0.94 

床次直之 東京都昭島市 650 0.67 

アルチザネットワークス 

従業員持株会 
東京都立川市曙町2-36-2 570 0.59 

UBS AG LONDON ASIA EQUITIES 

 (常任代理人 UBS証券会社） 

 1 FINSBURY AVENUE,LONDON EC2M 2PP  

 (東京都千代田区大手町1-5-1） 
539 0.56 

計 － 48,121 50.32 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11株（議決権の数11個）が含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  平成19年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  2,296 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  93,324 93,324 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 95,620 － － 

総株主の議決権 － 93,324 － 

  平成19年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アルチザネット

ワークス 

東京都立川市曙町2-

36-2 
2,296 － 2,296 2.40 

計 － 2,296 － 2,296 2.40 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月 

最高（円） 81,000 87,500 76,600 72,900 83,500 91,300 

最低（円） 69,200 72,500 67,300 65,000 69,600 70,900 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （1）退任役員 

 （2）役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役 営業本部長  高橋 玄太  平成18年11月30日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 営業本部長  取締役  
品質管理・購買本

部長  
竹内 秀明 平成18年12月１日

 取締役 

開発本部長兼品質

管理・購買本部長

兼情報システム室

長  

取締役  
開発本部長兼情報

システム室長  
嶋田 修一  平成18年12月１日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年８月１日から平成18年１月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年８月１日から平成18年１月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年１月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年１月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,872,701     3,194,380     2,985,772    

２．受取手形   21,209     －     －    

３．売掛金   532,026     623,531     565,934    

４．たな卸資産   405,189     349,473     346,830    

５．その他   41,654     93,423     52,246    

流動資産合計     3,872,780 85.0   4,260,808 87.7   3,950,784 86.4 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 124,376     －     －    

(1)工具器具備品   －     247,630     114,070    

(2）その他   －     7,715     8,326    

有形固定資産 
合計    124,376     255,346     122,397    

２．無形固定資産   18,745     18,419     13,799    

３．投資その他の資産   539,600     324,629     486,790    

固定資産合計     682,723 15.0   598,395 12.3   622,987 13.6 

資産合計     4,555,504 100.0   4,859,204 100.0   4,573,772 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   103,859     133,227     107,591    

２．１年以内返済予定
の長期借入金   4,000     4,000     4,000    

３．未払法人税等   13,923     160,278     37,445    

４．賞与引当金   21,621     21,620     22,065    

５．その他 ※２ 39,048     59,675     53,000    

流動負債合計     182,452 4.0   378,800 7.8   224,102 4.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   5,000     1,000     3,000    

固定負債合計     5,000 0.1   1,000 0.0   3,000 0.1 

負債合計     187,452 4.1   379,800 7.8   227,102 5.0 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     1,359,350 29.8   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   1,497,450     －     －    

２．その他資本剰余金                    

 自己株式処分差益   3,097     －     －    

資本剰余金合計     1,500,547 32.9   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．中間(当期)未処分
利益   1,600,870     －     －    

利益剰余金合計     1,600,870 35.2   － －   － － 

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年１月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年１月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     4,388 0.1   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △97,105 △2.1   － －   － － 

資本合計     4,368,051 95.9   － －   － － 

負債資本合計     4,555,504 100.0   － －   － － 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   1,359,350 28.0   1,359,350 29.7 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     1,497,450     1,497,450     

(2）その他資本剰余
金 

  －                 

 自己株式処分差益   －     3,097     3,097     

資本剰余金合計     － －   1,500,547 30.9   1,500,547 32.8 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益 
剰余金 

                    

繰越利益剰余金   －     1,750,109     1,617,375     

利益剰余金合計     － －   1,750,109 36.0   1,617,375 35.4 

４．自己株式     － －   △130,603 △2.7   △130,603 △2.9 

株主資本合計     － －   4,479,404 92.2   4,346,669 95.0 

純資産合計     － －   4,479,404 92.2   4,346,669 95.0 

負債純資産合計     － －   4,859,204 100.0   4,573,772 100.0 

       



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     748,844 100.0   1,092,506 100.0   1,707,265 100.0 

Ⅱ 売上原価     285,093 38.1   502,996 46.0   677,250 39.7 

売上総利益     463,750 61.9   589,509 54.0   1,030,014 60.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     418,576 55.9   281,358 25.8   868,297 50.8 

営業利益     45,173 6.0   308,151 28.2   161,716 9.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,256 0.2   1,706 0.2   720 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   41 0.0   1,543 0.2   724 0.0 

経常利益     46,388 6.2   308,314 28.2   161,712 9.5 

Ⅵ 特別損失 ※３   － －   51,682 4.7   59,438 3.5 

税引前中間(当期)純
利益     46,388 6.2   256,632 23.5   102,274 6.0 

法人税、住民税及び
事業税   9,000     154,000     69,800    

法人税等調整額   10,727 19,727 2.6 △30,102 123,897 11.4 △10,692 59,107 3.5 

中間（当期）純利益     26,661 3.6   132,734 12.1   43,166 2.5 

前期繰越利益     1,574,208     －     －  

中間(当期)未処分利
益     1,600,870     －     －  

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

資本準備金 
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合      計 

そ の 他 
利益剰余金 

利益剰余金
合   計 

繰越利益 
剰 余 金 

平成18年７月31日 残高（千円） 1,359,350 1,497,450 3,097 1,500,547 1,617,375 1,617,375 △130,603 4,346,669 

中間会計期間中の変動額                

中間純利益 － － － － 132,734 132,734 － 132,734 

中間会計期間中の変動額合計 

           （千円） 
－ － － － 132,734 132,734 － 132,734 

平成19年１月31日 残高（千円） 1,359,350 1,497,450 3,097 1,500,547 1,750,109 1,750,109 △130,603 4,479,404 

  純資産合計 

平成18年７月31日 残高（千円） 4,346,669 

中間会計期間中の変動額  

中間純利益 132,734 

中間会計期間中の変動額合計 

           （千円） 
132,734 

平成19年１月31日 残高（千円） 4,479,404 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

資本準備金 
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合      計 

そ の 他 
利益剰余金 

利益剰余金
合   計 

繰越利益 
剰 余 金 

平成17年７月31日 残高 

（千円） 
1,359,350 1,497,450 3,097 1,500,547 1,574,208 1,574,208 △97,105 4,337,000 

事業年度中の変動額                

当期純利益 － － － － 43,166 43,166 － 43,166 

自己株式の取得 － － － － － － △33,498 △33,498 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 43,166 43,166 △33,498 9,668 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
1,359,350 1,497,450 3,097 1,500,547 1,617,375 1,617,375 △130,603 4,346,669 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券

評 価 差 額 金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年７月31日 残高 

（千円） 
1,257 1,257 4,338,258 

事業年度中の変動額      

当期純利益 － － 43,166 

自己株式の取得 － － △33,498 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△1,257 △1,257 △1,257 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△1,257 △1,257 8,411 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
－ － 4,346,669 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 

至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年８月１日 

至 平成19年１月31日） 

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年８月１日 

至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前中間(当期)純利益   46,388 256,632 102,274 

減価償却費   29,180 38,624 66,668 

賞与引当金の増加・減少(△)額   591 △445 1,035 

受取利息及び受取配当金   △208 △1,271 △412 

支払利息   41 25 74 

固定資産除却損   － － 771 

投資有価証券評価損   － 51,682 58,667 

売上債権の増加額   △135,071 △57,596 △147,771 

たな卸資産の増加額   △58,930 △2,351 △518 

仕入債務の増加額   37,409 25,635 41,141 

未払消費税等の増加額   11,901 113 22,899 

その他   △12,943 362 △4,042 

小計   △81,642 311,410 140,787 

利息及び配当金の受取額   208 882 413 

利息の支払額   △42 △26 △76 

法人税等の支払額   △31,025 △36,766 △72,753 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △112,501 275,499 68,372 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   － △300,000 － 

有形固定資産の取得による支出   △32,599 △154,940 △62,584 

無形固定資産の取得による支出   △1,136 △9,092 △1,136 

その他   △1,885 △860 △3,902 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △35,620 △464,892 △67,623 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

長期借入金の返済による支出   △2,000 △2,000 △4,000 

自己株式取得による支出   － － △33,799 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,000 △2,000 △37,799 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △150,121 △191,392 △37,050 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,022,823 2,985,772 3,022,823 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

(期末)残高 
 ※ 2,872,701 2,794,380 2,985,772 

       



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

製品及び商品 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

(2) たな卸資産 

製品及び商品 

同左 

(2) たな卸資産 

製品及び商品 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  原材料 

 主要原材料については移動平

均法による原価法、補助原材料

については最終仕入原価法を採

用しております。 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用してお

ります。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  建物      ８～15年 

工具器具備品  ４～６年 

  

   

  (2) 無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における見込利

用可能期間（５年）による定額

法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 期限内において均等償却して

おります。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当期負担額

を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 

  至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 

  至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 

  至 平成18年７月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

───────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

─────── ───────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,346,669千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 

至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年８月１日 

至 平成19年１月31日） 

         ────────────── 

  

  中間貸借対照表において、「工具器具備品」は前中間会計期間末

まで、「有形固定資産」に含めて表示しておりましたが、当中間会計

期間末において資産の総額100分の５を超えたため、区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間会計期間末における「工具器具備品」の金額は、

116,553千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

        該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加433株は自社株買付による増加であります。 

２．配当に関する事項 

        該当事項はありません。 

前中間会計期間末 
（平成18年１月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年１月31日） 

前事業年度末 
（平成18年７月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      422,778千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

             473,700千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              440,861千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

※１   ────────── ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１   ────────── 

  受取利息 1,265千円  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息    41千円 支払利息      25千円 支払利息     74千円

※３   ────────── ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３   ────────── 

  投資有価証券評価損 51,682千円  

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産    21,855千円

無形固定資産 5,517 

長期前払費用 1,807 

有形固定資産 32,959千円

無形固定資産 4,472 

長期前払費用 1,192 

有形固定資産 52,144千円

無形固定資産 10,463 

長期前払費用 4,099 

 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 95,620 － － 95,620 

   合計 95,620 － － 95,620 

自己株式        

普通株式         2,296 － － 2,296 

   合計 2,296 － － 2,296 

 
前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 95,620 － － 95,620 

     合計 95,620 － － 95,620 

自己株式        

普通株式        (注)１ 1,863 433 － 2,296 

   合計 1,863 433 － 2,296 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年１月31日現在） 

時価のない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年１月31日現在） 

時価のない主な有価証券の内容 

      （注）株式の実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し、かつ、回復可能性が見込めないため、減損処理を行っております。 

前事業年度末（平成18年７月31日現在） 

時価のない主な有価証券の内容 

      （注）株式の実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し、かつ、回復可能性が見込めないため、減損処理を行っております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年１月31日現在) (平成19年１月31日現在) (平成18年７月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,872,701千円

現金及び現金同等物 2,872,701 

現金及び預金勘定 3,194,380千円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△400,000 

現金及び現金同等物 2,794,380 

現金及び預金勘定 2,985,772千円

現金及び現金同等物 2,985,772 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

  リース取引の重要性が乏しいため、記載

を省略しております。 

 ２．   ────────── 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  リース取引の重要性が乏しいため、記載

を省略しております。 

 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 １年内   1,656千円 

 １年超 1,104千円 

合 計 2,760千円 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  リース取引の重要性が乏しいため、記載

を省略しております。 

 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

 （減損損失について） 

同左 

 １年内   1,656千円 

 １年超 1,932千円 

合 計 3,588千円 

     

 
中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場外国株式 117,750  

 
中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 －  

 
貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場外国株式 51,682  



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  (1）ストック・オプションの内容 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社従業員 63名 当社従業員 57名 当社従業員 60名 

ストック・オプション数 普通株式 1,000株 普通株式 1,000株 普通株式 1,000株 

付与日 平成15年９月18日 平成16年９月28日 平成17年９月27日 

権利確定条件 

  新株予約権者は、新株予

約権の行使時において、当

社または当社の関係会社の

取締役、監査役または従業

員であることを要する。た

だし、当社または当社の関

係会社の取締役もしくは監

査役が任期満了により退任

した場合もしくは従業員が

定年により退職した場合に

は、この限りではない。 

 新株予約権者の相続人に

よる新株予約権の行使は認

めない。 

  その他の新株予約権の

行使の条件は、取締役会決

議により決定する。  

  新株予約権者は、新株予

約権の行使時において、当

社または当社の関係会社の

取締役、監査役または従業

員であることを要する。た

だし、当社または当社の関

係会社の取締役もしくは監

査役が任期満了により退任

した場合もしくは従業員が

定年により退職した場合に

は、この限りではない。 

 新株予約権者の相続人に

よる新株予約権の行使は認

めない。 

  その他の新株予約権の

行使の条件は、取締役会決

議により決定する。   

  新株予約権者は、新株予

約権の行使時において、当

社または当社の関係会社の

取締役、監査役または従業

員であることを要する。た

だし、当社または当社の関

係会社の取締役もしくは監

査役が任期満了により退任

した場合もしくは従業員が

定年により退職した場合に

は、この限りではない。 

 新株予約権者の相続人に

よる新株予約権の行使は認

めない。 

  その他の新株予約権の

行使の条件は、取締役会決

議により決定する。  

対象勤務期間  －  －  － 

権利行使期間 
平成16年11月１日から 

平成18年10月31日まで 

平成17年11月１日から 

平成19年10月31日まで 

平成18年11月１日から 

平成20年10月31日まで 



 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

該当事項はありません。 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前事業年度末 － 829 － 

付与 － － 1,000 

失効 － － 64 

権利確定 － 829 － 

未確定残 － － 936 

権利確定後      （株）       

前事業年度末 648 － － 

権利確定 － 829 － 

権利行使 － － － 

失効 38 58 － 

未行使残 610 771 － 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 102,905 185,637 109,696 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 

  至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 

  至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 

  至 平成18年７月31日） 

１株当たり純資産額       46,589円07銭

１株当たり中間純利 
益金額 

   284円37銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金 
額 

   284円29銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、希薄化効果を有している
潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 47,998円42銭

１株当たり中間純利 
益金額 

1,422円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、希薄化効果を有している
潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 46,576円12銭

１株当たり当期純利 
益金額 

        460円51銭

  前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

純資産の部の合計額       （千円） － 4,479,404 4,346,669 

 純資産の部の合計額から控除する金額 

                （千円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

                （千円） 
－ 4,479,404 4,346,669 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた中間 

 期末（期末）の普通株式の数    （株） 
－ 93,324 93,324 

  前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益      (千円) 26,661 132,734 43,166 

普通株主に帰属しない金額   (千円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(千円) 
26,661 132,734 43,166 

期中平均株式数         (株) 93,757 93,324 93,737 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
     

 中間（当期）純利益調整額   (千円) － － － 

 普通株式増加数         (株) 27 － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含まれなかった潜在株式の概要 

平成15年10月30日 

定時株主総会決議 

新株予約権 829個 

平成16年10月28日 

定時株主総会決議 

新株予約権 991個 

平成15年10月30日 

定時株主総会決議 

新株予約権704個 

平成16年10月28日 

定時株主総会決議 

新株予約権866個 

平成14年10月30日 

定時株主総会決議 

新株予約権610個 

平成15年10月30日 

定時株主総会決議 

新株予約権771個 

平成16年10月28日 

定時株主総会決議 

新株予約権936個 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第16期）（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日）平成17年10月30日関東財務局長に提出。 

(2)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月10日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年４月１７日

株式会社 アルチザネットワークス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安浪 重樹   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三富 康史   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルチザネットワークスの平成１７年８月１日から平成１８年７月３１日までの第１６期事業年度の中間会計期間

（平成１７年８月１日から平成１８年１月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルチザネットワークスの平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年８月１日から平成１８年１月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年４月１３日

株式会社 アルチザネットワークス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 北地 達明   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三富 康史   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルチザネットワークスの平成１８年８月１日から平成１９年７月３１日までの第１７期事業年度の中間会計期間

（平成１８年８月１日から平成１９年１月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルチザネットワークスの平成１９年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年８月１日から平成１９年１月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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